
事務事業数

45

施策目標
・産業界や地域のニーズを踏まえた人材の育成を図る。
・全員参加型社会の実現に向けた職業能力開発を推進する。
・在学時からのキャリア形成を推進するとともに、技能の継承・振興を図る。

政策体系
(中項目)

良質で安定的な雇用の場づくりと産業人材の育成・確保
政策体系
コード

知事公約　創生総合戦略

緊急性
優先性

前年度
二次評価

意見

対応状況
(R4.3時点)

実績と成果

・今後の高等技術専門学院(ＭＯＮＯテク)の運営方
針」に基づく取組の推進
・求職者への機動的な職業訓練の実施による再就職
等の促進や中小企業の職業訓練への助成、道内各地
域の民間における人材育成の取組への支援、技能検
定試験の円滑な実施等

産業人材課所管課経済部

現状と
課題

本道経済は、少子化により労働力人口が減少し、様々な分野への影響が懸念されるため、本道の
強みのある分野や、「技能離れ」が進むものづくり産業など本道経済の発展を担う産業を支える
人材の育成が重要。

連携状況

施策名 産業人材の育成
施策
コード

0518

予算額
（千円）

Ｒ４ 2,769,020 Ｒ３ 3,281,203 Ｒ２ 3,413,860

令和４年度　基本評価調書①

今年度の取組

所管部局

2(7)A

概ね順調総合判定SDGs

関連重点
戦略計画等

主な取組

・MONOテク札幌の精密機械科に即戦力輩出
のため加工軌跡シミュレーションソフト用
コンピュータなどの高度化機器を導入、機
械部品製造関連業界へ修了生を就業させ
た。
（R3(R2)：就職希望者215(237)人中就職決
定者209(232)人97.2(97.9)％、うち関連業
界への就職者202(210)人94.0(88.6)％）
・緊急再就職委託訓練
　受講者 2,894人、修了者 2,441人
　就職者 1,326人(R4.6月末現在)
・事業内訓練補助実績（課程別）
　(普通)19団体226名、(短期)13団体941名
・地域人材開発支援センター補助実績
　8団体
・技能検定試験の実施
　学科80職種4,791人、実技85職種4,323人

・会議等を通じた職業能力開発業務のニーズに関する情報交換や職業訓練計画の策定及び実施等
に係る業務調整により、様々な実施主体が産業界や地域のニーズを踏まえた効果的・効率的な人
材の育成を推進している。
・教育訓練担当者の職業能力開発総合大学校主催研修への派遣、大学校からの実務実習生受け入
れなど連携を図ることで、MONOテク教育の内容高度化や実践的内容への改善に寄与している。

・ものづくり関連分野の人手不足が深刻化しており、地域企業から技能者の育成やMONOテク修了生の
一層の輩出促進を求められている。
・職業能力開発施設の建物・機器等の整備に係る補助金は、雇用保険二事業の財政立て直しが喫緊の
課題となっており建物整備費２０％、機械器具整備費１５％が削減された。これ以上の削減は安全確保や
効果的な訓練の実施に支障が生じるため、継続的な削減は避けるよう、令和４年度全国職業能力開発主
管課長会議の議題・提言等において国に要望・提案を行った。



<成果指標の達成状況>　⇒３つ以外の指標は、補助指標調書に記載
増加 ％ R1年度 R2年度 R3年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値 56.0 56.8 56.2 全国平均
実績値 56.7 56.2 56.1

R2年度 R3年度 R4年度 最終目標() 達成率 指標判定
目標値
実績値

R2年度 R3年度 R4年度 最終目標() 達成率 指標判定
目標値
実績値

【総合判定】

対応方針番号

就業率（％）（暦年） 99.8%

指標名①

B

-

全員参加型社会の実現と職業生活の安定についての施策の進捗状況を図る指標として設定

-

指標名②

指標名③

分析（主な取組と成果）

-

分析（主な取組と成果）

増加傾向にあった本道の就業率は、新型コロナウイルス感染症等の影響を受け、就業率は伸び悩んでいる
が、MONOテクや障害者職業能力開発校での職業訓練をはじめ、若年者・離転職者・障がいのある方等に対
する民間教育訓練機関を活用した公共職業訓練（緊急再就職委託訓練）の実施、事業主団体が行う事業内
訓練への支援などにより、地域の実情に応じた職業能力開発の推進に努め、公共職業訓練（緊急再就職委
託訓練）を受講した就職者が1,326人となるなど職業生活の安定に寄与した。

設定理由

設定理由

③

○ B 総合判定 概ね順調

-

連携状況
緊急性
優先性

指標判定○

翌年度に
向けた

対応方針

内容

①
MONOテクにおける機械設備については、原材料費の高騰などの情勢変化による機器の値
上がり（約15%（機器により異なる））、半導体不足による物流の乱れが生じるなかこれまで以
上の拡充は困難なため、訓練生の安全確保を最優先したものとする。

②
今後もデジタル化の推進といった産業界や地域のニーズを踏まえた多様な人材育成と
技能の振興/継承を図るため、資格取得を目指すデジタル人材育成の訓練コースを設
置するなど、効果的な取組を検討し、引き続き推進していく。

令和４年度　基本評価調書② 施策名 産業人材の育成
施策
コード

0518

設定理由

分析（主な取組と成果）



<二次政策評価>

対応方針番号

R5新規事
業数

①

②

③

Ｒ５
施策の
方向性

方向性
関連する事務事業
（新規・拡充）

老朽化が著しい機器の更新を優先し、新規で導入を希望する機
器は見送る。故障等により訓練に支障が無いよう需用費での訓
練機器購入を控え修繕に対応できるよう執行計画する。

今後もデジタル化の推進といった産業界や地域のニーズを踏ま
えた多様な人材育成と技能の振興/継承を図るため、ＩＴスキ
ル標準（ＩＴＳＳ）レベル１以上の資格取得を目指すデジタル
人材育成の訓練コースを設置するなど、効果的な取組を検討
し、引き続き推進していく。

令和４年度　基本評価調書③ 施策名

二次政策
評価への

対応

R4年度
二次政策

評価

産業人材の育成
施策
コード

0518



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

0901 事務 その他内部管理事務 産業人材課 0 0 0 5.3 0.0 5.3 41,255 ②
改善（取組
分析）

改善

0902 事務
北海道職業能力開発計画等の策
定事務

産業人材課 0 0 0 0.2 0.0 0.2 1,557

0903 事務 総務管理費（各種表彰経費） 産業人材課 0 0 0 0.1 0.8 0.9 7,006 ②
改善（取組
分析）

改善

0904 一般 職場適応訓練費 産業人材課 0 11,154 5,627 0.2 1.1 1.3 21,273 ②
改善（取組
分析）

改善

0905 一般
産業人材育成事業費（次世代人材
職業体験推進事業費）

産業人材課 0 40,000 40,000 0.3 0.0 0.3 42,335 ②
改善（取組
分析）

改善

0906 事務
産業人材育成の推進に関する事
務・事業

産業人材課 0 0 0 0.2 0.0 0.2 1,557

0907 事務 産業人材育成関連事業 産業人材課 0 0 0 0.4 0.0 0.4 3,114 ②
再構築に向
け縮小

縮小

0908 事務
次世代ものづくり人材育成事業
（赤れんがチャレンジ）

産業人材課 0 0 0 0.1 0.3 0.4 3,114

0909 一般
民間訓練費（事業内職業訓練事業
費補助金）

産業人材課 0 87,249 43,635 1.0 1.9 2.9 109,823 ②
改善（取組
分析）

改善

0957 事務
認定職業訓練優良訓練生に関す
る事務

産業人材課 0 22 22 0.1 0.0 0.1 800 ②
改善（取組
分析）

改善

0910 一般
介護福祉士養成施設運営費補助
金

産業人材課 0 1,283 1,283 0.1 0.0 0.1 2,061 ②
改善（取組
分析）

改善

0911 一般
地域人材開発センター事業費補助
金

産業人材課 0 101,972 101,972 0.3 0.0 0.3 104,307 ②
改善（取組
分析）

改善

0912 一般 職業能力開発支援センター管理費 産業人材課 0 5,048 2,757 0.2 0.0 0.2 6,605 ②
改善（取組
分析）

改善

0913 事務
職業訓練法人の認可並びに指導
に関する事務

産業人材課 0 0 0 0.0 0.3 0.3 2,335 ②
改善（取組
分析）

改善

0914 事務
北海道職業能力開発協会に関す
る事務

産業人材課 0 0 0 0.1 0.0 0.1 778

0915 一般
技能振興費（技能向上育成対策費
補助金）

産業人材課 0 3,167 3,167 0.1 0.0 0.1 3,945

0916 一般
技能振興費（職業訓練指導員試験
費）

産業人材課 0 732 0 0.2 0.5 0.7 6,181

0917 一般 技能振興費（技能検定促進費） 産業人材課 0 60,386 27,550 1.1 1.4 2.5 79,846

フル
コスト
（千円）

令和４年度

二次政策評価意見

北海道職業能力開発協会が実施する技能検定試験等に要する経費に
対する補助事業及び技能検定試験の厳正な実施や制度の普及促進の
ための指導監督、合格者に対する合格証書の作成、交付事務等を行
う。

認定を受けて職業訓練を行う中小企業事業主等に対し、集合して行う訓
練に要する経費の一部を助成する。

認定職業訓練優等訓練生に知事賞を贈呈する事務

福祉人材の養成・確保のため、介護福祉士養成施設の運営に対して助
成する。

ものづくり産業への職業意識の醸成を図るため、将来のものづくりの担
い手となる小中学生を対象に、ものづくり体験会等開催する事務

道立技術専門学院再編計画に基づき、道立高等技術専門学院から地
域の人材開発型施設として転換した「地域人材開発センター」に対し、セ
ンター運営に要する経費を助成する。

北海道立職業能力開発支援センターについて、指定管理者が管理運営
を代行する。

共同職業訓練団体からの職業能力開発促進法に基づく法人設立の申
請に対する認可、及びその行う職業訓練の健全な発展を図るための指
導監督事務

職業能力開発促進法に基づき道が認可した北海道職業能力開発協会
への指導等に関する事務

ACTION　結果への対応（令和５年度）

次年度
方向性

二次評価意見への対応状況

予算決算、議会対応、服務・給与・福利厚生、物品管理、国費予算要望事務、
各種計画等の当課事業の推進・進捗管理、各種団体等の要望・提言・陳情対
応、北海道労働審議会職業能力開発部会事務局業務、各種会議の議題調整、
広報・広聴関連業務など

人材育成マッチング事業、ＱＣサークル導入促進事業等を実施する事務

北海道職業能力開発計画及び地方職業能力開発実施計画の策定に関
する事務

技能及び認定職業訓練に係る厚生労働大臣表彰事務

中高年齢失業者・障害者等の就職困難な求職者等に対し、作業環境に
適応することを容易にするために、訓練を事業主に委託して実施する。

若年者の職業観・勤労観の早期形成を図るため、専修学校を活用し中
学生を対象とした職業体験の取組を支援する。

産業人材の育成に関する情報を収集するとともに、産業人材育成に向
けた連携体制構築、企業人材や次世代人材の育成、情報提供・相談体
制等サポート体制の充実等を図る事務

令和４年度

一次政策評価執行体制

0518

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名

前年度から
の繰越事業
費（千円）

令和4年度　事務事業評価調書 産業人材の育成

事業費
（千円）

技能士の技能水準及び資質の向上を図るため職種別研修会等の開
催、技能士重用制度の普及、一般消費者の期待する技能士活動の推
進等、技能士の社会的地位の向上を図るため社団法人北海道技能士
会が行う事業に対して補助を行う。

職業訓練指導員試験に関して、試験問題作成委員の委嘱、試験の実
施、免許証の交付等を行う。



うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

フル
コスト
（千円）

令和４年度

二次政策評価意見

ACTION　結果への対応（令和５年度）

次年度
方向性

二次評価意見への対応状況

令和４年度

一次政策評価執行体制
整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要

課・局
室名

前年度から
の繰越事業
費（千円）

事業費
（千円）

0918 事務
総務管理諸費（障害者技能競技北
海道大会）

産業人材課 0 71 71 0.1 0.0 0.1 849 ②
改善（取組
分析）

改善

0919 事務 各種技能競技大会に関する事務 産業人材課 0 70 70 0.1 0.0 0.1 848

0920 事務
技能士登録・技能士重用制度に関
する事務

産業人材課 0 0 0 0.1 0.0 0.1 778

0921 事務
職業能力開発促進月間に関する
事務

産業人材課 0 0 0 0.1 0.0 0.1 778 ②
改善（取組
分析）

改善

0933 一般
公共訓練費（離転職者・在職者等
訓練事業費）（就職支援・成人・緊
急再就職）

産業人材課 0 1,578,604 18,487 2.0 20.4 22.4 1,752,966 ②
改善（取組
分析）

改善

0936 一般
公共訓練費（デュアルシステム推
進事業費）

産業人材課 0 89,195 0 0.3 2.0 2.3 107,098 ②
改善（取組
分析）

改善

0937 一般
公共訓練費（母子家庭の母等委託
訓練事業費）

産業人材課 0 22,110 0 0.3 0.8 1.1 30,672 ②
改善（取組
分析）

改善

0935 一般 公共訓練費（実習費） 産業人材課 0 95,339 3,884 0.4 15.0 15.4 215,213 ②
改善（取組
分析）

改善

0930 事務
「今後の高等技術専門学院の運営
方針」に基づく取組の推進に関す
る事務

産業人材課 0 0 0 2.0 0.0 2.0 15,568

0931 一般
公共訓練費（公共職業訓練手当）
(アイヌ入校対策費）

産業人材課 0 64,119 32,060 1.3 22.7 24.0 250,935

0934 一般
公共訓練費（向上訓練等推進員設
置費）

産業人材課 0 776 0 0.1 0.5 0.6 5,446

0924 一般
技術専門学院等管理費（技術専門
学院費）（一般施策）

産業人材課 0 5,150 1,098 0.3 1.5 1.8 19,161 ①
改善（取組
分析）

改善

0928 事務
総務管理諸費（自動車整備振興会
負担金）

産業人材課 0 185 185 0.1 0.0 0.1 963

0932 一般
公共訓練費（養成・転職職業訓練
費）（無料職業紹介事業費）

産業人材課 0 70,599 12,133 0.4 133.1 133.5 1,109,763 ①
改善（取組
分析）

改善

0938 維持費
技術専門学院等設備整備費（実習
用機械）

産業人材課 0 866 433 0.1 0.1 0.2 2,423 ①
改善（取組
分析）

改善

0939 一般
技術専門学院等設備整備費（技術
専門学院実習用機械整備費）

産業人材課 0 34,416 0 0.3 0.1 0.4 37,530 ①
改善（取組
分析）

改善

0940 一般
技術専門学院等設備整備費（技術
専門学院高度化訓練用機械整備
費）

産業人材課 0 6,371 0 0.3 0.1 0.4 9,485 ①
改善（取組
分析）

改善

0941 一般 職業訓練指導能力向上推進費 産業人材課 0 2,788 1,335 2.6 0.1 2.7 23,805 ①
改善（取組
分析）

改善

0942 事務
北海道標準訓練計画に関する事
務

産業人材課 0 0 0 0.2 0.0 0.2 1,557
技術専門学院、能力開発校の実施する職業訓練に係わる、標準カリ
キュラム等の作成及び維持管理事務

道立高等技術専門学院の自動車整備科が第二級自動車整備士国家資
格の養成施設として指定を受けるため、各学院所在地区を担当する自
動車整備振興会の会員であることが必要であり、会員となるため負担す
る年会費等の経費

道立高等技術専門学院において、若年者や離転職者等を多様な技術・
知識を有する労働者にするために必要な職業訓練実施及び訓練生の
就職促進に係る事務

道立技術専門学院において、訓練生に対し技能・技術を付与するため
の職業訓練に必要な機械・機器のリースによる整備事務

道立技術専門学院において、訓練生に対し技能・技術を付与するため
の職業訓練に必要な機械・機器の整備・保守事務

各学院において高度化訓練用機械及び共用パソコン等の整備を実施す
る事務

近年の高度化・多様化した訓練ニーズに対応して、教育訓練に関するカ
リキュラム・教材等の開発研究や指導員、教育訓練担当者への研修を
実施するほか、インターネットによる一元的な人材育成情報の提供・学
習支援システムを推進する事務

企業における在職労働者の教育訓練や、労働者の自己啓発など生涯
能力開発体制の充実強化を図るため、向上訓練等推進員による企業の
指導事務

道立高等技術専門学院の入学選考等事務等

障害者技能競技北海道大会を開催する。

各種技能競技大会に係る後援及び知事賞贈呈事務

技能士の育成・確保を図るとともにその社会的、経済的地位の向上の
ため、道発注工事に技能士を常駐させる制度を普及させる事務

職業能力の開発・向上の重要性と技能尊重気運の醸成について、労働
者や事業主をはじめ、道民一般の理解を得るための事務

離転職者、パート就労者及び知的障害者や、労働力のミスマッチに対応
するため、事業団体等民間教育訓練機関への委託訓練を中心とした機
動的な職業訓練の実施や在職労働者に能力開発セミナーを実施し資質
の向上を図る。

専門学校等の民間教育訓練機関での座学等と企業での実習を組み合
わせた職業訓練を実施する。

母子家庭の母等対象の職業訓練を実施する。

障がい者の就業機会の増大等を図るため、障害者職業能力開発校で
の実習及び民間機関等への委託訓練を実施する。

「今後の高等技術専門学院の運営方針」に基づく取組の推進に関する
事務

障害者など（再）就職に際し困難を伴う求職者が公共職業訓練を受講す
るに当たって、訓練に専念できる経済的環境を整えるための手当支給
事務
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0943 事務
公共職業訓練（施設内訓練）の技
能照査に関する事務

産業人材課 0 0 0 0.1 0.0 0.1 778

0944 事務
職業訓練指導員試験問題作成に
関する事務

産業人材課 0 0 0 0.2 0.0 0.2 1,557

0929 事務
その他内部管理事務（職業訓練担
当課長所管分）

産業人材課 0 0 0 1.5 0.1 1.6 12,454

0922 維持費
技術専門学院等管理費（技術専門
学院費）（維持費）

産業人材課 0 222,822 82,802 2.8 1.3 4.1 254,736

0923 維持費
技術専門学院等管理費（障害者職
業能力開発校費）（維持費）

産業人材課 0 42,568 0 0.4 0.3 0.7 48,017

0925 一般
技術専門学院等管理費（障害者職
業能力開発校費）（一般施策）

産業人材課 0 9,284 0 0.2 0.1 0.3 11,619

0926 一般
技術専門学院等管理費（技術専門
学院付属施設整備費）

産業人材課 0 190,774 14,184 0.3 0.0 0.3 193,109

0927 義務費
技術専門学院等管理費（その他義
務費）

産業人材課 0 21,906 18,912 0.3 0.1 0.4 25,020

0 2,769,026 411,667 26.9 204.6 231.5

技能照査問題の保管管理事務及び問題変更時の協議事務

職業訓練指導員試験問題作成に係る事務

計

道立高等技術専門学院の管理運営事務

職業訓練担当課長所管の業務における総括・調整、技専に係る予算の
執行管理・条例等の改廃、高齢・障害･求職者雇用支援機構との連絡調
整、技術の指導・人事管理、教科・生活・就職指導に係る助言・指導、入
試問題作成委員会の運営

国立北海道障害者職業能力開発校の庁舎等維持管理運営事務

国立北海道障害者職業能力開発校費の維持管理事務（施設用地賃借
等）

道立高等技術専門学院の庁舎施設整備事務

道立高等技術専門学院の被服貸与等事務


